


　高齢社会を迎え、介護を必要とする高齢者が急増しています。また、核家族化が進み、高齢者だけの
世帯も増えるなど、従来のように家族だけで介護を行うことは、大変難しくなってきました。
　介護が必要になっても、住み慣れた地域で安心して自立した生活を送りたいものです。介護保険は、
このために生まれた新しい仕組みで、高齢者の介護を社会全体で支える社会保障制度です。

　交通・情報網の発達により、私たちの生活圏は市町村の枠を超えて大きく広がっています。また、単
独の市町村だけで様々なサービスを行うには、財政的にも人材的にも大変です。行政課題によっては、
複数の市町村が協力して取り組んでいくことで、より効率的に、質の高いサービスやまちづくりの実
現につながるものがあります。そのために生まれたのが、特別地方公共団体・広域連合の制度です。　
　福岡県介護保険広域連合は、介護を社会で支える介護保険という新しい制度に取り組むために、平
成11年７月に設立されました。71市町村が一丸となって介護保険事業に取り組むことで、圏域内の保
険料のばらつきをなくし、安定した保険財政運営を行うとともに、専門的な人材による公平な要介護
認定、質の高いサービスの確保に務めています。



　月額15,000円以上の老齢（退職）年金を受給されている方は、偶数月（４月、
６月、８月、10月、12月、翌年２月）に受給される年金から天引きされます。８
月上旬に「介護保険料額決定通知書兼特別徴収開始通知書」をお送りします。

　老齢（退職）年金月額が15,000円未満の方、遺族年金・障害年金等を
受給されている方は、広域連合から送付される納付書に基づいて、個
別に納付していただきます。納付は８月から翌年３月までの年８回（８
月、９月、10月、11月、12月、１月、２月、３月）です。

　前年度は普通徴収で今年度から特別徴収となられる方、前年度に65
歳になられた方あるいは広域連合外から転入された方のうち特別徴
収対象となる方は、特別徴収と普通徴収の併用となります。

口座振替を利用すると、普通徴収の方については保険料を
納めるために何度も金融機関に行っていただく手間と時
間が省けます。また、特別徴収の方でも現況届の未提出、年
金担保、年金の差し止めなどの理由で年金が支給停止にな
った時は、介護保険料を納付書で納めていただくことがあ
ります。その場合、口座振替だとお申し込みいただいた口
座から振替ができるため、納め忘れの心配がありません。

介護サービスにかかる費用のうち、
半分を公費（国、県、市町村の負担金）
残りの半分を保険料でまかないます。

介護サービスの費用がいったん全額自己負担になり、9割の保険給付は申請が

必要になります。被保険者証には「支払方法変更の記載」が行われます。

保険給付が一時差し止められます。なお滞納が続く場合には、差し止めら

れた保険給付額から滞納分を控除することがあります。

保険給付の割合が9割から7割に引き下げられます。つまり自己負担が1割

から3割に引き上げられるとともに、高額サービス費は支給されません。

1.郵便局
2.銀行（次の各銀行の本支店）福岡・西日本・福岡シティ・筑邦・大分・佐賀・福岡中央・長崎・親和・豊和
3.信用金庫（次の各信用金庫の本支店）新北九州・福岡ひびき・門司・直方・飯塚・福岡・遠賀・筑後・大牟田・柳川・大川・

4.信用組合（次の各信用組合の本支店）福岡県中央・東福岡・福岡興業・福岡県南部・福岡南
5.福岡県内の各農協の本支店
6.福岡県内の一部漁協の本支店
7.九州労働金庫の本支店

田川・築上・大分みらい



　国民健康保険加入者が65歳になる年度
では、65歳になる月の前月までの介護保険
料が国民健康保険税に上乗せされ、年度内
で納付するように納期割額で計算されてい
ます。このため、65歳になった月以降も、年
度末までは国民健康保険税に上乗せされた
介護保険料を納めることになります。年度
内は、65歳になった月以降に納める第１号
被保険者の介護保険料の納付と重なるわけ
ですが、内容的な重複はありません。

　65歳以上の特別徴収の方で、広域連合
外へ引越した場合、その初年度について
は年額計算から月割計算に変わり、市町
村の窓口または口座振替による個別納付
になります。広域連合外の市町村から転
入してきたときも、同様です。
　原則として２年目からは、年金からの
特別徴収と納付書または口座振替による
普通徴収との併用になります。



寝たきりや痴呆などで介護を必要とする方、常に介護を必要とはしないものの家事や身じたく
などで日常生活の支援が必要な方。介護や支援が必要な状態になった原因は問いません。
介護保険被保険者証は65歳以上の方全員に交付されます。　

老化に伴う病気（特定疾病）が原因で、日常生活を送るために介護や支援が必要な方。要介護・
要支援の認定を受けた方のみ、介護保険被保険者証が交付されます。
　

・マヒはありますか、関節はどの程度動かせ

ますか

・寝返りや起き上がりなどはできますか

・立ち上がりや移動はできますか

・食事の摂取や飲み込みなどはできますか

・排せつや排せつ後の後始末などはできます

か

・洗顔や歯磨き、衣服の着脱、清掃などはできま

すか

・ひどい物忘れや問題行動はありませんか

・視力や聴力などの状態はどうですか

・自分の意思をどのくらい伝えられますか

　認定結果を知った翌日から60日以内に福岡県が
設置する「介護保険審査会」に文書または口頭で審
査請求することができますが、まずは市町村や広域
連合にご相談ください。

　公平な判定を行うため
に

　「介護認定審査会」は、保健・医療・福祉に関する専門家５人程度
　で構成され、公平に認定が行われます。

　かかりつけ医師からの
医学的な意見を求めます。

　転入先の市町村へ、要介護認定申請書に受給資

格証明書を添えて、14日以内に提出してください。

　認定の有効期間は原則６か月です。有効期間満了
の前に更新申請をしてください。更新の受付は期限
の60日前から行えますので、認定が途切れないよう
に注意してください。
　途中で心身の状態が悪くなった場合は、要介護認
定の有効期間内でも変更申請を受け付けます。初回
の手続きと同じように申請してください。

※特定疾病とは初老期痴呆、脳血管疾患など15種類。

65歳以上の方　　　　　　介護保険被保険者証

40歳以上65歳未満の方　　加入する医療保険の保険証
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県の指定を受けた事業者かどうか。

サービスの内容、回数が利用者の状況に合い、希望に添っ
たものかどうか。

在宅サービスでは、要介護認定の有効期間にあわせて契約
期間が定めてあるか。
施設サービスでは、期間を定めない契約などとなっているか。

利用者負担金の額や交通費の要否などの内容が明記されて
いるか。

利用者は、一定の予告期間をもって解約できることが明記
されているか。

利用者がサービスの自己負担料を一定期間以上滞納した場
合など、事業者からの解約についてはどうなっているか。

利用者が事業者から損害を被った場合の賠償義務について
明記されているか。

介護サービス計画（ケアプラン）の作成料は介護保険
で負担しますので、利用者には費用はかかりません。

自分でサービス利用計画

を作成することもできま

低
所
得
の
方
は
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す
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し
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は
14
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ジ
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だ
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い
。

　福岡県の指定を受け、介護支援専門員（ケアマネジャー）を配置している事業者です。居宅介護サ
ービス計画の作成やサービス提供事業者との連絡・調整を行います。　

　介護保険施設にいるケアマネジャーが施設介護サービス計画を作成し、そのプランにもとづ
いてサービスを受けることになります。

　介護について幅広い知識をもった専門家です。どんなことに困っているのか、どんな生活がし
たいのかなど、利用者や家族の状況や要望を聞いて、必要なサービスのメニューを利用者ととも
に考えます。サービス提供事業者などとも協議、調整して、希望に添った最適なサービスが受け
られるよう利用者との合意のうえでケアプランを決定します。

※

※要介護度に応じて1割の負担で利用できる限度額があります。
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訪問看護 訪問リハビリテーション

訪問介護（ホームヘルプサービス）巡回型訪問介護（ホームヘルプサービス）

自宅を訪問するホームヘルパー等から、食事や入浴、
排せつなどの「身体介護」や調理、掃除、洗濯など
の「生活援助」を受けます。また通院などの際の乗
車・降車の介助なども受けることができます。

自宅を訪問する看護師、保健師などから、病状の
チェックや床ずれの手当てなどの看護を受けます。

自宅を訪問する医師、歯科医師、歯科衛生士、薬剤師、
栄養士などから、療養上の管理や指導を受けます。

自宅を訪問する移動入浴車などで、入浴のサービ
スを受けます。

自宅を訪問する理学療法士や作業療法士などから、
リハビリテーションを受けます。

　Ａさんは寝たきりの状態ですが、ご本人も息子さん夫婦
も施設入所でなく「在宅」での介護を希望しています。
　このため、ご家族の仕事が休みとなる日曜日を除く週６
日間は、１時間程度の「訪問介護（ホームヘルプサービス）」
でヘルパーさんから食事や入浴、排せつなどの介助を受け
ることにしました。これに、日曜日も含む毎日、早朝と夜間
に短時間（30分程度）の「巡回型訪問介護」、月に１回１週間
程度の「短期入所」を組み合わせることで、家族の介護負担
の軽減を図ります。
　また、在宅での介護・生活を支えるために、「福祉用具の
貸与」で特殊寝台、マットレス、エアーパッドを導入。加えて、

寝たきりの状態が少しでも回復するよう、週に２回の「訪
問看護」、週に１回の「訪問リハビリテーション」を受け
ることに。このように、介護保険の枠内で各種サービス
を組み合わせることで、Ａさんもご家族も、無理なく、
自宅でともに暮らしていくことが可能になるわけです。

デイサービスセンターなどに通って、食事や入浴の提
供、レクリエーション、日常動作訓練などを受けます。

医療施設や介護老人保健施設などに通って、リハ
ビリテーションを受けます。

介護支援専門員が効率的な介護サービス計画を
作り、介護サービス提供機関との連絡調整などを
行います。（自己負担はありません）

常時介護が必要で、自宅での生活が困難な高齢者が
入所し、日常生活の介助や機能訓練などを受けます。

病状が安定し、入院治療の必要はないがリハビリ
などに重点を置いたケアが必要な高齢者が入所し、
医学管理下での介護、機能訓練などが受けられます。
自宅に戻ることを目標とした施設です。

急性期の治療が終わり、長期療養を必要とする高
齢者が入所する医療機関の病床です。医療・療養
上の管理や看護などが受けられます。

有料老人ホームや軽費老人ホームに入所してい
る高齢者も必要な介護サービスを介護保険から
利用することができます。

痴呆状態の高齢者が小人数で共同生活し、家庭的
な雰囲気の中で日常生活の支援や機能訓練など
が受けられます。（「要介護」の方が利用できます）

自宅での生活を助ける福祉用具が借りられます。
（特殊寝台及びその付属品のマットレスなど・じょく瘡予防具
のエアーマットなど・車いす及びその付属品・手すり・歩行器・
歩行補助杖・体位変換器・移動用リフト・スロープ・痴呆性老人
徘徊感知器）

排せつや入浴に使われる用具の購入費が支給されます。
（腰掛け便座・入浴補助用具・簡易浴槽・移動用リフトのつ
り具・特殊尿器）

自宅に手すりを取り付けたり段差を解消するな
ど小規模な改修の費用が支給されます。
（手すり設置・段差解消・滑り防止のための床材変更・引き
戸への扉の取り替え・洋式便器の設置など）

短期間施設に入所し、介護や機能訓練などを受けます。
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　認定結果や保険料の決定などに不服がある
場合は、結果を知った日の翌日から60日以内に
福岡県が設置する福岡県「介護保険審査会」に
文書または口頭で審査請求することができます。

福岡県「介護保険審査会」
電話番号：092-643-3321

　サービス事業者に対する苦情については「福
岡県国民健康保険団体連合会」が、その対応・処
理にあたることになっています。

福岡県国民健康保険団体連合会
電話番号：092-642-7859

　利用者負担の合計額が、所得に応じて設定さ
れた上限額（月額）を超えた場合、申請すると、超
えた分が高額サービス費として払い戻されます。
合計額が計算できるよう、領収書を保管してお
きましょう。（施設サービスでの食費の自己負担
額は、高額サービス費の支給対象とはなりません）

Ｂさんは「要介護３」と認定されたので、ひと月に「26万円分」

の在宅サービスを利用することにしました。

　高額介護サービス費の払い戻しを受けて、

利用者負担は実質、定められた上限額2万

4600円で済むことになります。ただし、払

い戻しを受けるには必ず申請が必要です。

自己負担分として支払った分は、所得控除の対象となる場合があります。サービスを受け、利用
料を支払ったときにサービス提供事業者からもらう領収証は必ず保管しておきましょう。

▽平成11年度中にホームヘルプサ
ービスを利用したことがある方で、
平成11年度の基準で利用料が無料
の方（生計中心者が所得税非課税の
方や生活保護受給世帯の方）

「64歳以前から障害者施策によるホ
ームヘルプサービスを利用していた
方で65歳になった方」または「老化に
伴う病気（特定疾病）によって要介護・
要支援の状態となった40歳から64歳
の方」で、平成11年度の基準で利用料
が無料の方（生計中心者が所得税非課
税の方や生活保護受給世帯の方）

・利用者負担　26万円×0.1＝2万6000円

・利用者負担の上限額（市町村民税世帯非課税の場合）＝2万4600円

・高額介護サービス費（払い戻し）＝2万6000円－2万4600円＝1400円

機能訓練の必要性に応じて、週2回の通所リハビリテーションを利用

毎日何らかのサービスを利用

週3回の通所リハビリテーションまたは通所介護を含め、毎日何らかのサービスを利用

●夜間（または早朝）の巡回訪問介護を含め、1日2回のサービスを利用
●医療の必要度が高い場合、週3回の訪問看護を利用
●痴呆の場合、週3回の通所リハビリテーションまたは通所介護を含め、毎日サービスを利用

●夜間（または早朝）の巡回訪問介護を含め、1日2～3回のサービスを利用
●医療の必要度が高い場合、週3回の訪問看護を利用
●痴呆の場合、週5回の通所リハビリテーションまたは通所介護を含め、毎日サービスを利用

●早朝、夜間の巡回訪問介護を含め、1日3～4回のサービスを利用
●医療の必要度が高い場合、週3回の訪問看護を利用

※上記の支給限度額は標準地域のケースで、人件費等の地域差に応じて限度額の加算（4段階）が行われます。

排せつや入浴に使われる用具の購入費として支給される上限

額は、要介護状態の区分にかかわらず、１年につき10万円です。

家庭での手すりの取り付けや段差の解消など、住宅改修にかかる費用

支給の上限額は、要介護状態の区分にかかわらず、改修時に住んでい

る住宅について20万円です。


